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「三田学会雑誌」93巻 4 号 （2001年 1 月）

平成不況期における 

日本企業の存続 • 退出と企業組織 *

—— ハ ザ 一 ド . モデルを用いた企業の生存分析——

藤 井 孝 宗  

木 村 福 成

1 : イントロダクション

1980年代には日本企業の好業績の要因として世界的に注目を浴びた「日本型経営システム」の評 

価は，1990年代の不況期に大きく変化した。特に企業組織と企業間関係については，その評価が大 

幅に見直されてきている。

好況期， 日本企業は子会社• 事業所の所有.設立による企業組織の形成に積極的であった。当時 

は，他社が開発した技術を取得するために企業を買収する場合，新事業に進出するために他社と提 

携して新会社を設立する場合， 自社製品の販売及びアフターサービスのためのネットワークを形成 

する場合，研究開発のため研究所を開く場合，海外進出の拠点を設立する場合など，様々な動機に 

もとづいて子会社が設立，取得されていた。また企業間関係についても，下請.委託生産など長期 

契約に基づく安定的な調達 . 販売ネットワークの確保，海外 . 他業種への進出などの目的から， 日 

本企業は積極的にその拡大，深化を図ってきた。 しかし，1990年代の不況期にはいり，一部の企業 

は逆に事業の縮小を試み，それに伴う子会社 . 事業所の整理，長期的取引関係の見直しも始まって 

いる。これは，企業が不況に対応するために行っているリストラの一環であり，これまでの企業組 

織，企業間関係の維持が企業経営にとって重荷になっていることを意味するのかもしれない。

企業の生き残りをかけた経営戦略の転換期において，企業組織および企業間関係の形態がその存 

続にいかなる影響をもたらすのかを分析することは，経営戦略及び現在の不況を脱するための経済

* 論文のチェッカーからは貴重なコメントをいただいた。ここに感謝の意を表したい。また，本稿で 

使用したデータベースは，通商産業大臣官房調査統計部との協力の下で作成されたものである。しか 

し，本稿の主張はあくまで著者らのものであることを付記しておく。
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政策を考える上で極めて重要な意味を持つ。 日本企業のハ。フォ一マンスに閨する分析を行った 

K im u ra  (1 9 9 9 )では，子会社 . 親会社関係や下請関係，事業所所有などが企業パフォーマンスに大 

きな影響を与えることが観察されており，企業存続や退出についてもこれらの日本企業に特有の要 

因が大きく影響している可能性が高い。以上のような問題意識から，本論文では，事業所，子会社 

所有などの企業組織，および企業間閨係に焦点を当て，これらの要因が企業の存続にどのような影 

響を与えているかについて，C o x のプロポーショナル . ハザ一ド.モデルをもちいて実証分析を行 

ぅ。

C o x のプロポーシヨナル.ハザ一ド • モデルは，本来は生物学などの分野で，主に生物の生存関 

数に関する分析を行うために開発されたモデルである。経済学においては， まず労働経済学の分野 

で失業者の再就職までの期間についての分析に用いられるようになり，その後産業組織論の分野で 

企 業 _事業所の生存関数に関する分析に応用されるようになった。この方法を用いてアメリ力の企 

業•事業所の生存関数を分析した  A u d re ts c h  (1995)， A u d re ts c h  a n d  M ah m o o d  (1994，1995), 

A g a rw a l ( 1 9 9 8 )などの先イ亍研究では，企業規模や社齢，技術水準が企業の存続•退出にきわめて 

大きな影響を与えていることが明らかにされている。企 業 • 事業所の生存閨数に関する分析は，ア 

メリ力以外では，企 業 •事業所レベルのマイクロデータが比較的整備されている一部のヨーロッパ 

諸国を中心に行われているが， 日本企業に関しては統計整備の遅れもあっていまだに研究が進んで
i 2 I 

いない。

これらの先行研究や仮説をふまえ，本論文では， 日本企業の経営戦略の特徴のひとつである企業 

組織および企業間関係を含めた企業動が，その企業の存続に与える影響に関する実証分析を行っ 

た。その結果，研究開発や企業規模などが日本企業の存続に対しても有利な影響を与えているとい 

う欧米の企業存続の分析に関する結果と整合的な結果を得た。さらに，企業組織，企業間関係につ 

いては，事業所や子会社を多数所有している企業は存続しにくいこと，海外取引や関連企業との取 

引などを重視している企業も存続しにくいことが明らかになった。一方，子会社でも海外に子会社 

を所有している企業，および外注などによって肖社の生産を外部化している企業は存続しやすくな 

っていることもわかった。これらの結果は，現在の不況に耐えて企業を存続させるためには，不必 

要な事業所，国内子会社を整理して業務の一部を外部化する事が望ましいということを示唆してい 

るo

( 1 ) ヨーロッハ。諸国の中では， ドイツ（H arho ff，et a l . 1999)，ポルトガル（M ata  and P ortugal 1994, 
M ata, e t al. 1995)，イタリア（A udretsch, et al. 1999)，ノ ルウエー（T v ete ras  and Eide 2000) に 

ついて分析がf i1われている。

( 2 )  Honjo (2 0 0 0 )は東京都内に設立された企業に関する「東京商工調査」の事業所データを用いた 

ハザ一ド• モデル分析を行っているが，マイクロデータを使った日本企業の存続.退出に関する実証 

分析としては数少ない例のひとつである。
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以下，第 2 節においては実証分析に利用したデータセットの特徴を述べ，第 3 節では分析手法で 

あるプロポーショナル . ハザード • モデルについて解説する。実証分析の仮説は第4 節でまとめ， 

分析結果は第5 節で展開される。第 6 節では結論として経営戦略への示唆をまとめる。

2 : デ一タセット

本論文では，通商産業省が亍っている _企業活動基本調査」の企業レベルのマイクロデータを利 

用した。本調査は，通商産業省が国内に立地している企業の事業活動の実態を把握する目的で平成 

3 年度から行っているもので，その 3 年後の平成6 年度からは每年実施されている。調査対象は， 

日本標準産業分類に掲げる大分類のD ：鉱業， F  ：製造業， I : 卸 売 • 小売業，飲 食 店 （中分類61 

のその他の飲食店は除く）のどれかに属する事業所を所有している企業のうち，従業員が50人以上 

かつ資本金3000万円以上の全企業である。今回は，平成 6 年度調査に記載されている企業を平成9 

年度調査まで4 年間にわたって追跡できるロンジテューディナル.デ一 夕セットを作成し，分析を 

行った。

「企業活動基本調査」の利点のひとつは，企業単位の情報を利用できることである。企業に関す 

る個票データには，企業レベルのものの他に工場•事業所レベルのものが存在する。 日本以外の諸 

国，特にアメリ力，カナダなどの企業関係のマイクロデータは工場.事業所レベルのものが中心で 

あり，先行研究で企業単位の情報を利用しているものはあまり多くない。国内統計では，通商産業 

省が毎年公表している「工業統計表」の個票データが，事業所レベルのマイクロデータとして存在 

しており，事業所レベルの分析を行うことは不可能ではない。 しかし，事業所レベルのデータは， 

生産性などの経済活動に関する分析を行う際には有用であるが，企業全体の組織や行動様式を考え 

る際には限界がある。今回の研究は企業内部の構造（企業組織）や企業外部との関係（企業間関係） 

について分析することを目的としており，そのためには企業単位の経済活動，経営戦略に関する情 

報が不可欠である。 日本企業に関しては「企業活動基本調査」がもっとも包括的な企業レベルのデ 

一夕セットである。

また，1994年以降サーベイが毎年われていることも「企業活動基本調査」の利点のひとつであ 

る。一般に，広範囲に質問表を集める必要のある統計調査は，かかる費用 • 労力の大きさから，数
( 4 )

年おきに行われる場合が多い。だが，企業の参入，退出及び存続についての分析を行う場合，調査 

間隔が開いていると，いつ企業が参入 - 退出したのか，あるいはいつまでその企業が存続していた 

のかなどが曖昧になってしまい，正確な分析が困難になってしまう。その点，「企業活動基本調査」

( 3 ) アメリカ，カナダの企業•事業所レベルのマイクロデータの詳細については清田.木村（2000) 参 

照。

( 4 ) たとえば，Dunne, R oberts and Sam uelson (1989) などが用いているアメリカのセンサスデ一タ 

は， 5 年おきのものである。
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は毎年行われているため，正確な企業存続の情報を得ることが出来る。

回答率が高いのも「企業活動基本調査」の利点である。本研究においては2 年以上連続してデ一 

タセットから脱落した企業を退出企業と定義しているが， もし調査の回答率が低ければ，企業が退 

出したのではなく，単に調査に回答しなかった場合でも退出企業と認識してしまう恐れがある。 日 

本政府が行う統計調査には，統計法により回答が義務付けられている「指定統計」 と回答義務に強 

制力がない「承認統計」の 2 種類が存在する。今回利用した「企業活動基本調査」は指定統計であ 

り，建前上は全調査対象企業が回答していることになっている。 したがって，回答率の問題による 

サンプルのゆがみは本研究ではかなり小さいと考えてよい。

一方，「企業活動基本調査」の情報を企業のマイクロデータ分析に用いる場合には注意しておか 

なければいけない点がある。そのひとつは，調査対象企業の制約である。既述の通り，「企業活動 

基本調査」の調査対象産業は限られており，サンプル企業は製造業及び卸売•小売業によってその 

大半を占められている。また同時に，企業規模に関しても制限があり，大部分の中小企業は調査対 

象から外れている。従って，本研究の分析対象は，製造業，卸売•小売業などに属する比較的規模 

の大きい企業に限られている。

さらに，特に今回のような企業の存続に関する分析を行う際の問題として，本当に退出したのか 

どうかを確認する情報が集められていないことがあげられる。現状では，ある企業が退出したか否 

かを知りたい場合は，データセットからその企業が抜けたかどうかをチヱックするしか方法がない。 

しかし，データセットからある企業が脱落するのは，その企業が退出した場合のみでなく，たまた 

ま質問票に回答しなかった場合，企業が移転した場合，業種を転換した場合，合併•買収された場 

合など，様々なケースが考えられる。無回答の問題については，「企業活動基本調査」は回答率が 

高いためほぼ無視できる。また，業種転換や企業移転については，個々の企業に永久企業番号をつ 

けているため，若干の変更であれば追跡できていると思われる。 しかし，業種転換によって「企業

活動基本調査」の調査対象業種の事業所がなくなってしまった場合などには，デ一タセットからの
( 7 )

脱落はまぬがれない。

さらに，企業規模の縮小によって調査対象から外れる企業が出てくることも考えられる。既述の 

通 り 「企業活動基本調査」の調査対象企業は常用雇用者数50人以上かつ資本金3000万円以上の企業

( 5 ) 承認統計の場合回答義務に関して法的強制力がないため，その回答率は一般に低くなる。たとえ 

ば同じ通商産業省が行っている「外資系企業動向調査」の回答率は毎年50%前後である。

( 6 ) 実際の回答率は95%前後ではないかといわれているが，正確な回答率は公表されていないため不 

明である。

( 7 )  K im ura and K iyota (2 0 0 0 )では，企業活動基本調査において経年的に業種を転換している企業 

はかなり多いことが明らかにされている。このような結果が得られるということは，企業の業種転 

換に関しては比較的よく追跡されていることを意味している。
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であるが，たとえば従業員が50人だった企業が次年度に一人従業員を削減した場合，調査対象企業 

ではなくなるためデータから「退出」することになる。このように，本来は存続しているにもかか 

わらず縮小したために調査対象からはずれた企業は，今回利用したデータセットにも少なからず存 

在する可能性がある。本論文では，この問題に対処するために，平成 6 年度調査に記載されていた

企業のみを追跡したデータを用い，調査から「退出」後，本論文のデータで追跡した最終年である
( 8 )

平成 9 年度調査まで2 年以上連続して調杳対象とならなかった企業のみを「廃業」 と定義した。

平成 6 年度調査に記載されていた企業の平成7 年度以降の存続状況についてまとめたものが表1 

である。各年度の退出企業の割合は5 % から 8 % と一割を大きく下回っており，他国の企業と比べ 

廃業率が低いことが分かる。この結果は， 日本企業のターンオーバー率が欧米企業と比べて低いと 

いう直感と整合的である。

次に，企業退出に関する定義が合理的であるかどうかを確かめるために，調査対象から参入，退 

出を繰り返した企業がどれだけあるかを確認する。平成 6 年度調査に記載されていた企業のうち， 

一度調査対象から外れたにもかかわらずその後の調査で再び記載されていた企業数をまとめたもの 

が表 2 である。これで見るとおり，一度調査から「退出」したにもかかわらず，実際には廃業して 

おらず再び調査対象として復活した「みせかけの退出」企業は，すべて合計すると1500社近く存在 

する。これらの「にせの退出」であることが明確な企業については，次節で説明される統計手法に

表 1 : 平成 6 年度記載企業の存続状況

退出企業数 存続企業数
前年度企業数に占める 

退出企業の割合（％)

平成6 年度 23729

平成7 年度 1733 21966 7.30

平成8 年度 1240 20756 5.65

平成9 年度 1764 18992 8.50

出所：通商産業省「企業活動基本調査」各年度版より筆者作成

表 2 : 平成 6 年度記載企業のうち，退出と参入を繰り返した企業

(企業数)

平成8 年に復帰 平成8 年に復帰後再び退出 平成9 年に復帰

平成7 年に退出 577 181 243

平成8 年に退出 548

出所：通商産業省「企業活動基本調査」各年度版より筆者作成

( 8 ) ただし，平成8 年度から平成9 年度については，以後2 年間のデータの動向を追跡することが出 

来なかったため， 1 年間のみのデータ（平成9 年度にデータから落ちているかどうか）を用いて企 

業退出を定義した。
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よって対処することにする。

3 : 方 法 論 ：プ ロ ポ ー シ ョ ナ ル . ハ ザ 一 ド . モデルについて

本節では，実証分析に用いたC o x のプロポーショナル . ハザ一ド • モデルについて説明する。プ 

ロポーショナル . ハザ一ド • モデルは元来，生物学，社会学などの分野において，生物の生存関数 

を分析するために開発されたものである。このモデルを利用するメリットとしては，右センサリン 

グが起きている情報を考慮に入れた分析が可能であることがあげられる。一般最小二乗法を用いた 

場合，死亡しないままデータセットから退出した，あるいは途中で調査期間が終了してしまったサ 

ンプルについても，死亡して退出したサンプルと同じく単なる退出としてしか処理できない。この 

場合，本来は生存し続けているサンプルをある時点で死亡したと見なしてしまうことにより右方向 

のセンサリングが起こり，その結果として分析にバイアスが生じてしまう。この右センサリングの 

問題を回避するため，C o x のプロポーショナルハザ一ド.モデルは各サンプルの存続年数をもと 

に次の期にそのサンプルが死亡する確率（ハザード率という）を推計し，この推計値を用いて回帰 

分析を行う。

また， もうひとつの利点としては，企業の存続年数を単に線形の説明変数としてあつかうのでは 

なく，存続年数ごとに存続確率が非線形に変化する可能性を.許容した分析を行なえることがあげら 

れる。プロポーショナル . ハザ一ド . モデルの場合，存続確率が存続年数にかかわらず一定となっ 

ているケースをベンチマークとして，現実の存続確率との食い違いを各種の説明変数と問連^ rけて 

分析することが可能である。

ハザード率の概念は以下の通りである。まず，企業の存続期間は連続であると考える。存続期間 

を 確 率 密 度 関 数 を 持 つ 確 率 変 数 T とすると， T が期間 t 以下である累積密度関数は

F ( t )  = J  f { s )ds = P r o b { T < t )  (1)

と表される。逆に， T が期間 t よりも長い確率は

S i t ^ l  -  F ( t、:=Prob(T>t ')  (2)

とおくことができ，これを存続閨数と定義する。さらに，この確率変数が少なくともある期間/ま 

で存続したとき，次の期までに退出する確率は以下のように表すことができる。

l(t ,  A) = P?^ob(t< T < / + A |  T > t )  (3)

これらを用いて，最終的にハザ一ド率は
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と表される。このハザ一ド率ス( / ) を用いてハザ一ド . モデル分析を行うことになる。

実際にハザ一ド率を計測する際のひとつの方法としては，K a p la n -M e ie rの推計法があげられる。 

まず，企業の存続年数が離散的であると考え，存続期間の短い順にh < t 2 く…く tk のように並び替

える。この集合を：Tたと表すことにする。ここで介は，全サンプル中の存続期間の種類を意味し，
( 9 )

もし同じ存続期間を持つ個体がない場合には総サンプル数と等しくなる。 T k は今回の分析では各 

企業の年齢を意味する。似をすくなくとも年齢 7；までは存続している企業数とすると，これが 

「年齢乃において退出が起こる危機に直面」 している企業数（リスク• セットと呼ばれる）を表すこ 

とになる。さらに， I を実際に年齢：̂ 時に退出が起きた個体数をあらわすとすると，存続関数 

S ( T k) は，

S ( T fc) =  n ^ ^  (5)

(10)

によって計算される。

K a p la n -M e ie r法を用いて各サンプルの存続確率S ( T k) を推計し，プロットしたものが図1 であ

る。縦軸が存続している企業数の割合，璜 軸 が 企 業 の 年 齢 を 示 す 。この図を見ると， 日本企業

に関しては，参入からまもない企業は比較的緩やかに減少していき，存続年数40年前後から減少率

が急激に増加することが分かる。他国に関する先行研究（M a ta ，P ortugal and G uim araes, 1995など）

をみると，むしろ参入からまもない企業ほど退出していく傾向が観察されており，我々の推計結果 
( 11)

とは異なっている。

この方法を用いると，ハザ一ド率の推計値は以下のように求められる。

入( T k、= 篮  (6)

( 9 ) データセット中に同じ存続期間の-ナンプルが複数存在する場合は， は総サンプル数よりも小さ 

くなる。この場合，^ には複数の個体を束ねていることになる。

( 1 0 ) ここでは，説明の簡略化のためセンサリングが存在しない場合の推計式を示している。実際には， 

個体がデータセットから退出する場合，イベントが起きた（企業が退出した）ケースの他に，存続 

しているにもかかわらずたまたまデータセットから失われたケース，あるいは存続し続けたまま調 

査期間が終わったケースなど，右センサリングが起きている可能性がある。右センサリングがある 

場合にも存続関数の概念は変わらないが，/ u の部分を調整する必要がある。本分析では，デ一夕セ 

ットからいったんは脱落したがのちに復帰してきたサンプルについては，右センサリングの調整を 

行った。詳しい調整の方法については K albfleish and P ren tice  (1980)， K iefer (1988), Rether- 

ford and Choe (1 9 9 3 )などを参照。

( 1 1 ) もちろん，我々の推計結果は，データセットが小規模企業をカバーしていないこと，特定期間の 

情報のみを用いていることなどに，強く依存している可能性もある。
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図 1 : Kaplan-Meie「法による存続関数の推計：全サンプル

Kaplan-Meier survival estimate

社齢

このハザ一ド率をもとに，C o x のプロポーショナル.ハザ一ド . モデルは以下のように表され

る。

/^ U .)= e x p (如 ，)/U  も） （7)

U U ) はベースラ イン .ハザ一 ド . ファンクションと呼ばれる，ム が 0 の時のハザ一 ド関数である。 

つまり，様々な要因による影響をすべて除いた場合の，全サンプルに共通するハザード率を意味す 

る。このベースライン • ハザードは，他の要因がすべて等しいとすれば同じになると仮定されてい 

るため，線形関数になる。この仮定がプロポーショナル . ハザード• モデルを適用するための前提 

条件となっている。ムは説明変数，石は係数のベクトルをそれぞれあらわしており， ふの部分は， 

説明変数によって表される要因によってベースラインのハザ一 ド率よりもどの程度ハザ一 ド 率が高 

くなるかを意味している。実際にはベースライン . ハザ一ドを計測することはできないが，C o x の 

プ ロ ポ ー シ ョ ナ ル . ハ ザ ー ド • モデルにおいては，ん(た）を特定することなく ；を推計することが可 

能である。このモデルにおいては，被説明変数が推計されたハザード . ファンクション，本研究の 

場合は企業の退出関数になっているため，説明変数が企業退出を妨げるものである（生存に役立つ 

変数である）場合には負の係数を示すことになる。

( 1 2 ) む期におけるリスク. セットを/ ^ とし，この中に含まれる個体をノ’ とおくと， p artia l likelihood 

関数を用いることにより，あ る 個 体 が 退 出 す る 確 率 は ) と書き換えることができる。こ
j^Ri

れにより（7 ) 式のベースライン• ハザ一ドん( /2. ) を消去することができる。詳細はCox (1972， 
1 9 7 5 )を参照。
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4 ：仮説

本分析では，企業の退出危険性を説明する変数として，個々の企業のパフォーマンスに関連する 

固有の要因，企業の競争力，技術力を表す技術要因，企業組織を表す要因，企業間関係を表す要因， 

個々の産業別の条件による産業要因の5 種類を導入した。説明変数の定義と予想される符号条件は 

表 3 にまとめて提示されている。以下，それぞれの変数について説明する。

4 . 1 企業ハ。フ ォ ー マ ン ス に 関する要因

企業八フォーマンスに関する要因としては，資本労働比率，企業規模，営業利益率，付加価値率 

の 4 種類の変数を導入した。資本労働比2s は生産要素とし て の 資本の集約度を表すとともに，特に 

製造業の場合は企業の所持している生産設備の高度さを表すものと考えられる。 したがって，資本 

労働比率が高いということはそれだけ生鹿能力が高く，また生産性も高いと予想される。このよう 

な企業は他企業に比べて競争力が強いはずなので，資本労働比率が高いほどハザ一ド率は低くなる，

表 3 :説明変数一覧

説明変数 定義 予想される符号

資本労働比率 資本労働比率：有形固定資産/常時従業者数 -

企業規模 企業規模 : 常時従業者数（自然対数値） -
付加価値率 粗付加価値率 ( (総売上- 総仕入) / 総売上） 土

営業利益率 営業'利益率（営業利益/ 総売上） -

研究開発投資ダミ一 研究開発をしている= 1，していない= 0 -

広告費ダミー 広告費支出をしている= 1，していない= 0 -

子会社ダミー 親企業が存在するか：する= 1，しない= 0 士

親会社ダミー 子企業が存在するか：する= 1，しない= 0 土

総事業所数 企業の保有する総事業所数(本社 • 本店含む） 十

海外事業所数 企業の保有する海外事業所数 土

海外子会社数 企業の所有する子会社のうち海外に立地する子会社数 土

海外売上比率 総売上高に占める海外売上高の比率 -

海外仕入比率 総仕入高に占める海外仕入高の比率 +
外資比率 外資の出資比率 十

関連企業への売上比率 総売上高に占める関連企業への売上高の比率 士

関連企業からの仕入比率 総仕入高に占める関連企業からの仕入高の比率 土

生産委託ダミ一 他企業へ生産委託を行っている= 1 ，行っていない= 0 -
外注ダミー 外注加工を行っている= 1 ，行っていない= 0 -

建設業ダミー 産業ダミ一：建設業 -

サービス業ダミー 産業ダミー：サービス業 -

注：変数の作成に用いたデータはすべて通商産業省「企業活動基本調査」のものを利用した
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つまり企業生存の可能性が高くなることが予想され，負の係数を持つことが期待される。ただ，今 

回の分析ではサンプルに製造業以外の企業も含まれており，非製造業の企業は製造業企業に比べ資 

本労働比率は低いと考えられる。この場合，資本労働比率は生産性を反映していると言うよりは企 

業活動の違いを表していることになり，資本労働比率は企業の存続とは関係がないかもしれない。

企業規模の変数としては，常時従業者数の自然対数値を用いた。先行研究によると，企業規模が 

大きくなると成長率は低下するものの，存続する可能性は高くなる。 したがって，本研究において 

も，企業規模が大きくなるほど企業の存続可能性は大きくなると期待され，企業規模は負の係数を 

持つと考えられる。

営業利益率は，営業利益を総売上高で除して求めた。営業利益率が高いほどその企業の経営状況 

は良好であると考えられるので，退出しづらいと予想される。そのため，これも負の係数を持つこ 

とが期待される。

付加価値率は，その企業の総売上高から総仕入高をのぞいたネットの売上高を総売上高で除して 

求めた。付加価値率の高い企業は高いマージン率を享受していると考えられ，パフォーマンスも良 

好であると予想される。この場合，付加価値率の高い企業は存続しやすいと考えられる。一方， リ 

ストラクチャリングによって会社機能の外部化が進んでいる企業では， 自社の所有している生産エ 

程は縮小している可能性がある。このような場合，付加価值率は低下しているだろう。 もしリスト 

ラクチャリングと企業機能の外部化が企業の存続に良い影響を与えているならば，付加価値率は低 

い方が企業存続には有利かもしれない。 もし前者の因果関係が強く検出されれば付加価値率が高い 

ほど企業の退出危険性は低くなると考えられ，負の係数を持つことが期待される。逆に後者の相関 

がより強く働いている場合は，付加価値率は正の係数を持つことになるだろう。

4 . 2 技術要因

第二の技術要因としては，研究開発費と広告費の 2 種類に閨する変数を導入した。 A u d re ts c h  

(1 9 9 5 )およびA u d re ts c h  a n d  M a h m o o d  (1 9 9 5 )は，技術関係指標が企業退出に重大な影響を与え 

ていることを指摘している。技術水準の高さは企業の競争力の高さを示唆し，企業存続に有利に働 

くと考えられる。図 2 は，研 究 開 発 を 行 っ て い る 企 業 （RDdum my =  l )，行っていない企業 

(RDdummy =  0 ) にサンプルを分類し，図 1 と同様の手法を用いて存続関数を図示したものである。 

これを見ると，研究開発を行っている企業の方が行っていない企業に比して生存確率が高くなって 

いることが分かる。本論文では，研究開発投資を行っている企業を1 ，その他を0 とするダミー変 

数を，研究開発の変数として導入した。研究開発投資は，負の係数を持つことを期待される。

広告費は，産業組織論の文脈では一般に製品差別化の代理変数として用いられる。企業の生産し 

ている財が製品差別化されていれば，他社と同一の財を生産している場合と比べ，競争上有利とな 

る。そのため，広告活動を行っている企業は行っていない企業に比べ退出危険性が低いと考えられ
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図 2 ： Kap lan-M eie r法による存続関数の推計：研究開発活動による分類 

(R D d u m m y :1 : 研究開発を行っている企業に関する推計， 0 : 行っていない企業に関する推計)

Kaplan-Meier suivival estimates, by RDdummv

社齢

図 3 ： Kaplan-Meie「法による存続関数の推計：広告活動による分類 

(advdumm y==1 : 広告活動を行っている企業に関する推計， 0 : 行っていない企業に関する推計)

Kaplan-Meier survival estimates, by advdummy

社齢

る。図 3 は，広告活動を行っている企業（a d v d u m m y = l ) ,行っていない企業 （advdum m y =  0) そ 

れぞれについて存続関数を推計したものであるが，広告活動を行っている企業の方が生存確率は高 

いことが分かる。本論文では，広告費支出をしている企業を1 ，その他を0 とするダミー変数を用 

いており，この変数は被説明変数と負の相関関係を持つものと予想される。

4 . 3 企業組織に関する要因

第三に，企業の経営戦略がこの時期の企業存続に与えた影響について分析するために，親会社 - 

子会社が存在するかどうかに問する変数，総事業所数，海外事業所数及び海外子会社数の5 変数を 

モデルに組み込んだ。
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図 4 ： Kaplan-Meie「法による存続関数の推計：親会社が存在しているかどうかによる分類 

(p fd u m m y= 1 : 親企業を持つ企業に関する推計， 0 : 持たない企業に関する推計）

Kaplan-Meier survival estimates, by pfdummy

社齢

親会社の存在に関する変数としては，親企業が存在すれば1 ，存在しなければ0 をとるダミー変 

数を導入した。親会社が存在するということは， 自社の業績が悪化すれば親会社からの援助を受け 

られるとともに，継続的に親企業との取引が見込めるため景気変動の影響を避けやすいという利点 

がある。一方，親会社の業績が悪化した場合には子会社を維持していく余裕がなくなり，資本を引 

き上げられて自社の業績が悪化してしまうかもしれない。前者の関係が強く出る場合は負の係数を 

持つことが期待される一方，この時期の不況が深刻で親会社も含めた大部分の企業の業績が悪化し 

ているとすれば，親会社のリストラ， コスト削減のために整理される子会社が増え，変数は正の係 

数を持つかもしれない。図 4 は，親会社が存在する企業（pfdum m y =  l ) ，存在しない企業（pfdum- 

my =  0 ) にサンプルを分額し，それぞれについて存続関数を推計し図示したものである。それによ 

ると，親企業が存在する企業は存在しない企業に比べて生存確率が低くなっており，この時期の不 

況の影響によって親会社が子会社を整理しリストラを推進していることを示唆している。

子会社の所有に関する変数としては，子会社を所有していれば1 ，所有していなければ0 をとる 

ダミー変数を導入した。この変数は自社が親会社として子会社ネットワークを形成しているかどう 

かを示し，子会社を所有している企業は企業グループによる会社機能の内部化を志向しているもの 

と解釈できる。このような企業は，不況期には企業グループ内で互いに調達を行ったり資金を融通 

しあったりすることにより景気変動の影響を避けられる可能性があると共に，親会社の業績が不安 

定になった場合は子会社をバッファーとすることにより危機を緩和することができる可能性もあ
(13)

る。 もしこのようなメカニズムが強く働いている場合には，子会社を所有している企業は外的ショ 

ックに対して柔軟に対応でき，企業が存続する可能性が高まると考えられる。一方，不況が深刻で 

グループ企業全体の業績が悪化してしまう場合には，親会社は企業ネットワークの維持のために大 

きなコストを負わねばならず，親会社はむしろ子会社に足を引っ張られる形で業績を悪化させてい
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図 5 ： Kap lan-M eie r法による存続関数の推計：子会社を所有しているかどうかによる分類 

(a f fd u m m y = 1 : 子会社を所有している企業に関する推計， 0 : 所有していない企業に関する推計)

Kaplan-Meier survival estimates, by affdummy

社齢

るかもしれない。バブル経済崩壊後のリストラの一環として，非効率な子会社を整理，閉鎖する例 

は数多く観察されている。このような状況下で過去の慣習， しがらみなどにより子会社の整理をす 

すめることができない企業は，厳しい経済状況に陥っている可能性が少なくない。 もしそうである 

なら，子会社を所有している企業の退出危険性はむしろ高まるだろう。前者のメカニズムが強く働 

く場合この変数は負の係数を持つことが期待されるが，後者のメカニズムが強く働いている場合は 

この変数は正の係数を持つ可能性が高い。図 5 は子会社を所有している企業（affdum m y =  l )，所 

有していない企業（affdum m y =  0 ) についてそれぞれ存続関数を導出したグラフである。これを見 

ると，子会社を所有している企業の方が所有していない企業より生存確率が低くなっている。つま 

り，この時期の日本国内の企業については，子会社を保有していることが企業の業績に対して足か 

せとなっている可能性が高い。

総事業所数には，国内，海外を問わず本社 • 本店を含めたすべての事業所がふくまれる。事業所 

数が多いということは，好況期に企業組織の拡張を志向していた可能性がある。 しかし，その後現 

在まで続く不況下では，規模拡大や業務の複雑化が足かせとなって組織維持が困難になっているか 

もしれない。この時期には各企業とも不況に対応するため人員削減や支店•事業所の閉鎖などのリ 

ストラ策を行っており，その意味でも多数の事業所を抱えていることが企業の業績，あるいは存続 

可能性に悪影響を与えている可能性が高い。 したがって，事業所数は退出の危険性に対して正の相 

関を持つことが予想される。

(13) A sanum a and K ikutan i (1 9 9 2 )は，企業間の下請け_ 係に関する分析において，下請けに出す 

側の企業が下請け企業からの調達を調整することによって景気変動の影響を逃れようとする傾向が 

あるとし，下請け企業が外的ショックからの親企業のバッファー（緩衝材）としての役割を果たし 

ていると指*摘している。
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海外事業所数は，その企業が所有している海外に立地する支店，事業所の総数である。海外事業 

所数が多いということは， 自社製品の販売先として海外市場を重視していることを示唆している。

もしそれが正しければ， 日本国内の不況に直面してより海外市場に販売をシフトし，海外依存度を 

高めることによって国内の需要減少の被害を抑えることが出来る可能性がある。 しかし一方で，深 

刻な不況によつて日本国内の本店の業績が悪化すれば，国内の事業所に比べ維持のための費用が格 

段に高いと思われる海外支店を所有していることが本社の業績に大きな重荷となることも十分考え 

られる。前者のメカニズムがより強い場合はこの変数は負の係数を持つと思われるが，不況に対処 

するためのリストラの一環として海外支店を閉鎖した企業が多かったことを考え合わせれば，後者 

のメカニズムが働いて正の符号を持つ可能性が高いと想定される。

海外子会社数は，企業が所有する海外子会社の総数である。海外子会社を設立するという戦略は， 

海外事業所•支店を持つという戦略と比べてより深化した海外市場への展開を指向しているととら 

えることができ，それだけ企業の海外市場への依存度が高いことが想像される。 また，事業所とし 

て自社に内部化して所有するのではなく子会社として形の上だけでも分離し，独立採算によって営 

業させることによって，親会社としては過剰なコストを抱え込む危険性を多少とも減少させること 

が可能になる。これらの理由から，海外子会社を所有していることは企業の存続にとって有効であ 

る可能性が高く，ハザード . モデルにおいては負の相関を示すことが期待される。 しかし一方で， 

海外事業所と同じ理由で海外子会社の維持に非常にコストがかかる場合は，企業の存続に悪影響を 

与える可能性も否定できない。この場合は，ハザード• モデルにおいては海外子会社数は正の相関 

を持つことが期待される。

4 . 4 売上•仕入と企業間関係に関する要因

第四に，売上先 • 仕入元，およびH本企業に特:徴的とされている企業間関係を分析するための変 

数を導入した。 まず企業の調達，販売戦略に関する要因として，海外売上比率及び仕入比率，関連 

企業への売上比率，関連企業からの仕入比率の4 種類の変数を導入した。次に，企業間関係が企業 

の存続に与える影響について調べるため，外資の出資を受けているか，生産委託を行っているか， 

外注加工を行っているかについて， 3 種類の変数を用いた。

海外売上比率は，総売上高に占める海外売上高の比率であり，海外売上高には輸出に加えて海外 

事業所の売上なども一部含まれる。海外売上比率が高いということは，その企業が国際市場に積極 

的に進出していることを意味している。国内の不況による大幅な需要減という経済状況の下， もし 

企業が自社の販売ルー卜を海外に有している場合は，販売先の重点を海外に移すことによって国内 

の不況に伴う需要低下の影響をある程度軽減できる可能性がある。 したがって，海外売上比率の高 

い企業は国内の不況による被害が小さく，退出する危険性が少ないかもしれない。海外売上比率は 

負の係数を持つことが期待される。
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海外仕入比率は，総仕入高に占める海外仕入高の割合を利用しており，輸入のほかに海外事業所 

の海外での調達なども含まれる。 日本企業が海外での仕入を行っているということは，原料 • 中間 

財を購入して加工し， 日本市場向けに販売している可能性が高い。 もしそうであるならば，海外仕 

入比率の高い企業は日本国内の不況に伴つ需要減の影響を直接的に受けてしまうため，業績は悪化 

するかもしれない。この場合，海外仕入比率は正の符号を持つものと予想される。

関連企業への売上比率は，総売上高に占める関連企業への売上高の比率である。同様に，関連企 

業からの仕入比率は，総仕入高のうち関連企業からの仕入高の割合である。閨連企業に対する売上 

高 • 仕入高はその企業が形成している企業ネットワークの結びつきの強さを表す。関連企業との取 

引額の大きい企業は，緊密な企業グループを構成しており，企業グループ内部で業務機能を補完し 

あうことによって全体での効率化を図ろつとしているものと考えられる。このような企業は，不況 

期においてはグループ企業間で相互に調達しあったり，資金を融通しあったりして，需要減の影響 

をある程度軽減することが可能である。また， 自社機能の一部を他社に委託することにより， リス 

トラが進展する可能性もある。一方，グループ内の業績の悪い企業を支えなければならないために 

グループ全体の業績が悪化したり，あるいは慣習的で硬直した取引関係を維持することによってよ 

り効率的な外部企業との取引を阻害したりするため，退出の危険性が高まることも考えられる。前 

者のメカニズムが強く働く場合は景気変動などの外的影響を軽減することが可能になり，企業の存 

続に関しては有利に働くと考えられる一方，後者のメカニズムが強く働くならば企業の存続に対し 

て悪影響をもたらす可能性もある。それぞれ前者の場合両変数は負の係数を，後者の場合は正の係 

数を持つと予想される。

次に，企業が外資と関係を持っているかを示す変数として，外資比率を導入した。 日本に進出し 

ている外資系企業は日本国内の市場での販売を目的としているものが多いと考えられ，不況によっ 

て国内需要が落ち込めば，在日子会社を維持する魅力は低くなっていくと考えられる。また，外資 

系企業の方がリス卜ラや経営効率化に関丁る意識が高く，子会社を閉鎖する確率が日本企業より高 

いかもしれない。 したがって，外資比率の高い企業は閉鎖の危険性が高まることが予想され，正の 

係数を持つことが期待される。

生産委託については，生産委託を行っていれば1 ，行っていなければ0 をとるダミー変数を導入 

した。 g 社の生産を他企業に委託している企業は，緊密な企業間取引関係を構築していると共に， 

自社内で行う業務を減らしてコストを削減しようとしていると考えられる。このような場合，生産 

委託を行っている企業は外的な景気変動に対して弾力的に対応することが可能であり，企業の機能 

拡大に伴うコスト増も避けられるため，退出する危険性が他社に比べて低い可能性がある。そのた

め，この変数は負の相関を示すことが期待される。
(14) 一  一

外注加工については，行っていれば 1 ，行っていなければ0 の値を取るダミ一変数を導入した。

ある企業が生産の一部を外注加工により外部化しているということは，付加価値の低い工程を他社
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に移転してよリ高度な部門に特化しようという戦略を採っていると考えられ，いわゆる企業のダウ 

ンサイジングを実行している可能性が高い。このような企業は， 自社機能を限定することにより組 

織維持のための費用を削減し， 自社の得意部門に特化することが可能であるため，企業組織のリス 

トラクチャリンダが必要とされる不況期においては業績が安定する可能性が高い。そのため，外注 

加工を行っている企業は他企業に比べて退出する危険性が低くなっていると考えられ，ハザ一ド . 

モデルにおいては負の係数を示すことが期待される。

4 . 5 産業要因

最後に，産業ごとの特性，特に産業別の構造不況の有無などをコントロールするため，建設業と 

サービス業の2 産業について産業ダミーを導入した。建設業は， 日本では構造的に競争力が弱く不 

況の影響を強く受けた産業として知られており，他業種と比べ廃業率が高いと考えられる。 したが 

って，建設業ダミーは正の係数を持つことが期待される。サービス業も同様に， 日本においては他 

国に比べて競争力が弱いことが指摘されている。 また，サービス業は固定費用などサンクコストが 

比較的小さく，参 入 • 退出が容易な産業でもある。そのため，サービス業もやはり廃業率が高いと 

考えられ，ハザ一ド • モデルにおいては正の相関を示すことが期待される。

5 : 分析結果

本節では，第 4 節で展開した仮説を検証すべく，平成 6 年度企業活動基本調査に記載されている 

調査対象企業を3 年間追跡したロンジァュ '—ァ' ィナル . t  ■— タセットを用いてC o x のフロポ一ショ 

ナ ル •ハザ一ド • モデル分析を行った。表 4 にその結果を示した。主要な分析結果は，以下のよう 

にまとめられる。

第一に，企業業績要因については，企業規模と営業利益率の2 変数が期待通り統計的に有意な負 

の相関を示した。これは，企業規模の大きい企業ほど，利潤率が高い企業ほど存続しやすいと言う 

ことを意味する。また，資本労働比率についても，統計的に有意であるとは言えないものの期待通 

りの負の係数を示した3 これらの結果は様々な先行研究の結果と整合的であり，直感的にも理解し 

やすいものと言える。これにより， 日本企業についても，他国の企業生存閨数に関する研究と同様 

に，企業規模や利潤率が企業の存続に大きな役割を果たしていることが明らかになった。一方，付 

加価値率については正の係数が得られ， とくに関連企業間の取引に関する変数を導入した2 モデル 

(表4 のモデル2 及びモデル4 ) においては，10%水準ながら統計的に有意な相関を示した。これは，

( 1 4 ) 外注加工は生産委託の- - 種であるが，材料，部品などすベてを委託企業側が供給するため生産委 

託よリも受託企業側の自由度が低く，委託する工程はほぼ組み立て加工に限定される。
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表 4 : 平成 6 年度調査記載企業に関するコックス . プロポーショナル• ハザ一ド• モデル推計結果

売上•仕入と企業間関係に関する要因 

海外売上比率

海外仕入比率

外資比率

関連企業への売上比率 

関連企業からの仕入比率 

生産委託ダミ一 

外注ダミー

-0.3496 
(0.2291) 

0.1929 
(0.1359) 

0.4775…  
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0.0998 
(0.0751) 
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-0.2688*“
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産業要因
建設業ダミー

サービス業ダ

0.4592*** 0.4774… 0.4483*** 0.4660*** 0.4528***
(0.1238) (0.1238) (0.1238) (0.1238) (0.1238)

1.2357… 1.2536*** 1.2337*** 1.2511… 1.2323***
(0.1107) (0.1108) (0.0004) (0.1107) (0.1171)

N
Log Likelihood

39953
-20794.32
1800.54**

39953 39953 39953
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1814.66* 1815.08^ 1829.45"
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1808.84**

注：括弧内は標準誤差。 有意水準1 % ，"有意水準5 % ， *有意水準10% 。

0.9045*** 0.9313***
(0.0451) (0.0436)

1.3085*** 1.3540***
(0.0469) (0.0496)

0.0025…
(0.0004)

0.0085
(0.0134)

-0.0376**
(0.0153)

企業組織に関する要因 
子会社ダミー

親会社ダミー

総事業所数

海外事業所数

海外子会社数
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(0.0481)
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1.3103***
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変数 モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モテ''ノレ5
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営業利益率を考慮に入れた後では，付加価値率が高いことは企業存続にとってマイナスであるか，
(15)

あるいは少なくともあまり関係がないと言うことを示唆する。

第二に，技術関連指標であるが，研究開発投資は，先行研究と同様に，すべてのモデルにおいて 

有意な負の係数を示した。これは，研究開発を積極的に行っている企業ほど退出する危険性が小さ 

くなるということを意味する。研究開発を行い新製品や質の高い製品を開発することが競争力を強 

化し，企業を存続させていくために重要な要素であると言うことが確認された。広告費についても 

同様に，統計的に有意な負の相関を示した。 日本の産業に関する先行研究においては，広告費は製 

品差別化の代理変数としてあまり有効に機能していない。 しかし，今回の企業存続に関する分析に 

おいては，広告費支出がその企業の存続にとって非常に重要な要素のひとつであることが明らかに 

なった。

第三に，企業組織に関する変数としては， まず自身が他企業の子会社であることを示す子会社ダ 

ミ一，及び自社が親会社で子会社を保有していることを示す親会社ダミー共に，ハザ一ド率に対し 

て統計的に有意な正の相関を示した。これは，親会社があったり子会社を所有していたりしている 

と廃業の危険性が高まるということを意味する。この結果は，一般的にいわれているような，親会 

社が子会社を景気変動に対する緩衝材とすることにより生き残りを図るというメカニズムが存在し 

ない，あるいはうまく機能していないことを意味する。長引く不況下では，多数の子会社を保持す 

る企業ネッ卜ワークを維持してゆくのはコストがかかりすぎ，子会社の切り捨てや親会社自身の業 

績悪化が起こっているのであろう。

一方で，企業が所有している海外子会社数は，逆に負の相関を示した。これは，海外子会社を持 

っている企業は退出の危険が少ないということであり，国内子会社も含めた子会社を持っているか 

どうかのダミー変数とは符号が逆転している。海外子会社を持っている企業というのは，国内子会 

社しか持っていない企業に比べ海外市場により深く進出していると考えることができ， 自社の業績 

のうち海外部門に依存している部分が比較的大きい企業である。このような企業の場合， 日本国内 

の不況による需要減に直面しても海外市;^でのネットワークを持っているため販売先などを海外市 

場にシフトさせることが他企業に比べて容易であり，国内不況の影響をあまり受けないのではない 

かと考えられる。ただ同時に，一応企業規模のコントロールはしているものの，海外子会社を所有 

できるような企業は企業体が大きく，国際競争力も強いので潰れにくいということを反映している 

のかもしれない。

事業所数については，総事業所数が統計的に有意な正の係数を示した一方，海外事業所数は統計 

的に有意な相関を示さなかった。事業所数が正の相関を示すということは，企業が所有する事業所

( 1 5 ) もし営業利益率を含まないモデルを推計すれば，付加価値率は表4 で営業利益率が示したのと類 

似した結果を示すものと考えられる。
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が多いほど廃業する危険性が高いということを意味する。これもやはり，不況期において，事業所 

数などを拡大して企業業務，企業組織を拡大した企業はそれらの維持コストが足かせとなって業績 

が悪化していることを示唆しており， リストラ策の一環として事業所を廃止する企業が多いことと 

整合的である。

第四に，企業間関係その他の変数についての結果を見る。まず海外売上比率 • 仕人比率の2 変数 

については，導入した 3 つのモデルすべてにおいて統計的に有意な相閨を見いだすことはできなか 

った。ただ，海外売上比率については負の係数，海外仕入比率については正の係数と，符号につい 

ては期待された通りの結果が出ている。次に外資比率については，すべてのモデルにおいて統計的 

に有意な正の相関を持つことが明らかになった。これは，外資比率が高いほど企業の退出危険性が 

高まるということであり，期待されたとおりの結果である。この結果は，ひとつには日本に参入し 

てくる外資系企業が日本市場での販売を指向している企業が多いため，不況で国内需要が減少して 

いる現状では日本で子会社を維持してゆく魅力が減じていることが考えられる。また同時に，外資 

系企業は危機への対処に関して日本企業に比して能動的であり， リストラクチャリンダを積極的に 

行っていることが在日子会社の整理 • 閉鎖につながっていると考えられる。

関連会社との取引関係を示した2 変数は，導入した 2 つのモデルにおいて閨連会社からの仕入高 

のみが統計的に有意な相閨関係を示した。この変数は正の相問を示しており，関連会社からの仕入 

比率が高いほど企業の存続が危険になるということを示唆している。関連会社からの調達が多い企 

業というのはひとつの企業グループの中では川下に位置する比較的規模の大きい企業であると考え 

られ，グループ全体の存続にある程度責任を持たねばならない立場におかれているのかもしれない。 

この場合，グループ全体を存続させるためのコストが自社の業績に悪影響を与えた可能性がある。 

また，このような企業はパ' リューチェーンの川下に位置し，生産財を他企業に販売するよりも最終 

消費財を消費者に販売している可能性が高い。この場合，不況下の民間消費の落ち込みの影響によ 

りその業績が他社に比べて悪化したのかもしれない。

生産委託及び外注に関する変数については，外注をしているかどうかのダミー変数のみか'期待通 

りの統計的に有意な負の相関関係をしめした。これは， 自社の生産の一部を外注加工として他企業 

にアウトソーシングしている企業ほど退出の危険性が低いということを意味している。不況,期にお 

いては自社の機能を拡大して営業コストがかさむような経営戦略を採っている企業は不利であると 

言うことが\ ここでも明らかになっている。

最後に， 2 種類の産業ダミーについては，どちらも正で統計的に有意な相関関係を示した。建設 

業については， 日本においては競争力の低い構造不況産業であるため，景気変動に耐えられず廃業 

に追い込まれる企業が多いことが想像され，サービス業についても産業特性として他業種よりもサ 

ンクコストが低く参入退出が容易であることに加えて他国と比べると競争力が比較的に低いことも 

手伝い，廃業率が高くなっているのであろう。
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表 5 ：平成 6 年度調査記載企業によるコックス•プロポーシヨナル

(親企業を持つかどうかによる分類）

ハザ一ド_ モデル推計結果

変数 親会社を持たない親会社を持つ親会社を51たない親会社を}Iつ親会社— たない親会社を持つ親会社を觖ない親会社を持つ

企業業績に関する要因 

資本労働比率

企業規模

付加価値率

営業利益率

-0 .0014
(0.0018)

-0 .6148***
(0.0328)

0.0814
(0.1128)

- 0 .0 01 2  
(0.0025) 

-0 .6 2 1 0 …  
(0.0456) 

0.1741 
(0.1463) 

0.4921 - 1 0 . 5145…  
(5786) (1.3015)

-0 .0013  
(0.0018) 

- 0 .6 0 0 3 …  
(0.0351) 

0 .0734 
(0.1129)

- 0 . 0 0 1 0  
(0.0024) 

- 0 .5 8 3 8 …  
(0.0464) 

0 .1616 
(0.1466)

-0 .0015
(0.0018)

-0 .6165***
(0.0327)

0.0736
(0.1115)

- 0 .007 
(0.0024) 

-0 .6268*** 
(0.0456) 
0.2523* 

(0.1461)
-0 .4770  -10 .0080*** 

(0.5764) (1.2874)
-0 .4958  -10 .3938*** 

(0.5720) (1.3025)

- 0.0014 
(0.0018) 

-0 .5973*** 
(0.0351) 

0.0612 
(0.1117) 
-0 .4683 

(0.5692)

-0 .0003
(0.0024)

- 0 . 5 9 0 2 ^ *
(0.0464)
0.2433*

(0.1463)
-9 .8918***

(1.2897)

技術その他の要因 

研究開発投資ダ :

広告費ダミー

- 0 .1957…  
(0.0578) 

-0 .3323…  
(0.0713)

- 0.1071 
(0.0731) 
- 0.1037 

(0.0750)

-0 .1 9 6 5 …  
(0.0578) 

-0 .3357*** 
(0.0713)

-0 .0929
(0.0728)
-0.1012

(0.0749)

-0 .2083***
(0.0576)

-0 .3232***
(0.0715)

- 0.1085 
(0.0733) 
- 0.0951 

(0.0778)

-0 .2069*** 
(0.0575) 

- 0 .3271“ * 
(0.0715)

-0 .0880  
(0.0729) 
- 0.0880 

(0.0777)

企業組織に関する要因 

親会社ダミー

海外子会社数

1.4981*** 0 .9799*** 1.5075*** 1.2524*** 1.4762*** 0 .9763*** 1.4948*** 1.2584***
(0.0620) (0.0838) (0.0627) (0.0936) (0.0604) (0.0818) (0.0619) (0.0930)

-0 .0128  -0 .3941***  -0 .0170  -0 .3734***
(0.0124) (0.0800) (0.0128) (0.0773;

売上•仕人と企業間 

関係に関する要因

海外売上比率 -0 .1595 - 0.8139* -0 .0890 -0 .2149
(0.2637) (0.4730) (0.2688) (0.4544)

海外仕人比率 - 0.0905 0 .6230… - 0.0669 0.7229***
(0.1850) (0.2148) (0.1854) (0.2141)

外資比率 - 0.2408 0.5814** -0 .1880 0.4482* -0 .2948 0.7901*** -0 .2300 0 .7 6 4 4 * 0
(0.4226) (0.2269) (0.4221) (0.2287) (0.4232) (0.1970) (0.4219) (0.1965)

関連企業への売上脾 0.1620 -0 .0455 0.1600 -0 .0472
(0.1277) (0.0992) (0.1277) (0.0989)

関連企業からの仕入比率 0.1567 0 .2596… 0.1689 0 .2506…
(0.1242) (0.0966) (0.1245) (0.0963)

生産委託ダミー 0.0213 0.1989* 0.0214 0.1891 0.0119 0.1860 0.0126 0.1733
(0.0988) (0.1163) (0.0988) (0.1163) (0.0989) (0.1163) (0.0989) (0.1164)

外注ダミー -0 .1488 - 0 .3 6 1 3 … -0 .1504 - 0.3445*** -0 .1429 -0 .3 5 1 1 “ * -0 .1446 -0 .3 3 2 0 ” *
(0.0954) (0.1158) (0.0954) (0.1159) (0.0955) (0.1161) (0.0955) (0.1161)

産業要因 

建設業ダミー

サービス業 ダ :

0 .5026*** 0.3482 0.5010*** 0.3147 0.5103*** 0.3939*
(0.1494) (0.2220) (0.1494) (0.2220) (0.1492) (0.2227)

1.4103*** 1.0370*** 1.4101*** 0 .9960*** 1.4171*** 1.0480***
(0.1585) (0.1570) (0.1584) (0.1570) (0.1583) (0.1572)

0.5049*** 0.3543
(0.1492) (0.2227)

1.4154… 1.0041*** 
(0.1583) (0.1572)

N

Log Likelihood

尤2

25485 14468 25485 14468 25485 14468
- 11889.65 -7324 .99 -11888 .80 -7306 .98 -11886.10 -7326.19
1027.69** 465 .00“  1029.37“  501 .01“  1034 .78“  4 6 2 . 6 1 "

25485 14468
-11884.75 -7308.61
1037.47** 497 .76”

注 ：括 弧 内 は 標 準 誤 差 。 有 意 水 準 1 % ， * *有 意 水 準 5 % ， *有 意 水 準 1 0% 。
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以上の分析により，不況期における日本国内企業の存続には，企業間関係や企業組織形態が大き 

な影響を与えていることが明らかになった。この点をさらに詳しく分析するために，親会社，子会 

社の関係に焦点を当てた分析を行う。表 4 と同様の分析を親会社を持つ企業，持たない企業に分類 

して行ったものが表5 ，子会社を所有している企業と所有していない企業に分離して行ったものが 

表 6 である。

表 5 について見てみると，いくつかの変数について，親企業を持っている企業（自身が子会社で 

ある企業）と親企業を持たない企業（独立している企業）との間で，結果に大きな差異が現れている 

ことが分かる。まず，営業利益率についてであるが，独立企業の場合は企業退出と統計的に有意な 

関係を示さないのに対して，子会社の場合はかなり強い負の相関を示している。これは，独立企業 

の場合は多少業績が悪いからといってすぐに退出するわけには行かない一方，子会社の場合は， も 

し業績が悪くなれば親会社の意向でリストラの一環として整理されやすいということを示している。

また，研究開発，広告費については，子会社の場合は企業退出とあまり関係を持たないのに対し 

て，独立企業の場合は負の相問を示した。これは，子会社においては，このような企業活動は親会 

社に任せてしまうことが多く，業績や退 ;::1の意志決定にはそれほど影響を与えないということを意 

味する。建設業ダミーも同様に，独立企業に関する分析の場合にのみ統計的に有意な相関を示した。 

これは，建設業においては，子会社よりも独立企業の方が退出の危機に直面していることを意味し 

ており，あるいはこの業種では親会社が子会社を保護するような傾向が存在するのかもしれない。

一方で，企業間関係などを表す各変数は，独立企業では統計的に有意ではない一方，子会社の分 

析においては強い相関を示す場合が多かった。海外仕入比率や関連企業からの仕入比率などの仕入 

に関する変数が子会社の場合のみ正の相関を示していることは，売買関係，特に調達関係において 

あまり手広く展開してしまうと，企業体刀の弱い子会社にとっては景気の状況によって不利になっ 

てしまうことを示唆する。一方，海外子会社の存在と外注の採用については，子会社に関する分析 

の場合のみ負の相関を示した。外注については，独立企業に比べて規模も企業体力も弱い子会社が， 

業務の一部を外注によって切り離し， 自社の得意な部門に特化することによって生き延びようとす 

る戦略を採っているのではないかと考えられる。海外子会社については， 自身が子会社にもかかわ 

らず海外に子会社を持つような企業は，企業体力自体がかなり強く，退出しづらいということがあ 

るのかもしれない。

子会社の所有に関し分類した表6 についてみると，子会社を所有している企業としていない企業 

では営業利益率，付加価値率，海外仕入，外資比率などの一部の変数において異なった結果がでて 

いる。営業利益率については，子会社を所有している企業に関する分析の場合のみ統計的に有意な 

相関を示した。利益率が高くないと子会社を持っている企業は存続しづらいということは，子会社 

を含めた企業ネットワークを維持してくにはそれだけコストがかかることを示唆しているのかも 

しれない。付加価値率は，子会社を所有している企業の場合に，統計的に有意な正の相関を示した。
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表 6 ：平成 6 年度調査記載企業によるコックス.プロポーショナ ル .ハザ 一 ド• モデル推計結果

(子会社を持つかどうかによる分類）

変数 子会社を持たない 子会社を持つ 子会社を持たない 子会社を持つ

企業業績に関する要因

資本労働比率 -0.0040 -0 _ 0009 -0.0037 -0.0008
(0.0025) (0.0018) (0.0025) (0.0018)

企業規模 -0 .6 2 9 7 "* -0.5978*** -0.6350*** -0.5989…
(0.0429) (0.0338) (0.0430) (0.0337)

付加価値率 -0.1511 0.5728*** -0.1132 0.5514…
(0.1102) (0.1304) (0.1095) (0.1277)

営業利益率 -0.1731 -3 .3033… -0.1373 -3.2806***
(0.1340) (0.3496) (0.1338) (0.0655)

技術その他の要因

研究開発投資ダミ一 -0.2238*** -0.1694** -0.2201… -0.1912…
(0.0628) (0.0659) (0.0628) (0.0655)

広告費ダミ一 -0.2262*** -0.2036** -0.2052*** -0.2208“
(0.0647) (0.0873) (0.0666) (0.0879)

企業組織に関する要因

子会社ダミー 1 .1879*" 0.5326… 1.1490… 0.5111…
(0.0580) (0.0745) (0.0603) (0.0762)

売上•仕入と企業間関係に閨する要因

海外売上比率 0.1578
(0.4913)

0.3534
(0.2634)

海外仕人比率 0.5872…  
(0.2020)

-0.3033
(0.1895)

外資比率 0.5808** -0.5365 0.8856… -0.6045
(0.2266) (0.4080) (0.1945) (0.4081)

関連企業への売上比率 0.0328
(0.0961)

0.0600
(0.1283)

関連企業からの仕入比率 0.2104**
(0.0967)

0.3200…  
(0.1161)

生産委託ダミー 0.0866 0.0703 0.0778 0.0575
(0.1052) (0.1084) (0.1052) (0.1086)

外注ダミー -0 .2738… -0.2593** -0.2701** -0.2375**
(0.1047) (0.1032) (0.1048) (0.1036)

産業要因

建設業ダミー 0.4899… 0.4583** 0 .5031"* 0.4996**
(0.1616) (0.1930) (0.1619) (0.1927)

サービス業ダミー 1.12(51*** 1.3091… 1.1280… 1.3267…
(0.1444) (0.1760) (0.1444) (0.1760)

N 20580 19373 20580 19373
Log Likelihood -11130.65 -8058.65 -11130.99 -8057.64
パ 946.69** 752.91** 946.02** 754.92**

注：括弧内は標準誤差。 有意水準1%，〃有意水準5% ，*有意水準10% 。
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これは，子会社を所有している企業にとっては，付加価値率が低い方が生存には有利であるという 

ことを意味する。子会社を所有している企業は， 自社の企業活動を子会社に移転することにより縮 

小し，親会社，本社としての機能に特化することができると考えられる。そのため， リストラクチ 

ャリングを進め， 自社機能のアウ卜ソーンングを行うことによって付加価値を縮小した企業ほど， 

企業業績を回復させ生き伸びる事が容易になっているのかもしれない。

また，海外仕人比率と外資比率については，子会社を持つ企業に関する分析では統計的に有意で 

はない負の相関を示す一方，子会社を持たない企業の場合は統計的に有意な正の相関を示した。海 

外仕入については，子会社を持つような企業組織を大規模化した企業でなければ，かえって生存確 

率を下げてしまうということかもしれな” 。また外資系企業でも，子会社を持つくらい大規模な進 

出を行っている場合には，そう簡単につぶしてしまうわけにはいかなくなるのであろう。

6 :結論

本論文では，通 産 省 「企業活動基本調査」の企業レベルのマイクロデータを用いて，平成 6 年度 

調査に記載されていた日本企業の以降3 年間の存続要因について，C o x のプロポーショナル • ハザ 

一 ド . モデルによる実証分析を行った。その結果， 日本が不況に陥っていた調査期間における日本 

企業の存続要因については，他国の企業存続要因に関する「定型化された事実（スタイライズド•フ 

ァクト）」である企業規模，利潤率，技術水準，広告費などの要因に加え，外資比率，関連会社と 

の取引関係，事業所数，子会社及び海外子会社を所有しているかどうかの企業間閨係に関する指標 

も大きな影響を与えていることが示唆された。

特に，外資比率の高い企業，関連会社からの仕入比率の高い企業， 自社が子会社として他社に所 

有されている企業，子会社を所有している企業，そして事業所数の多い企業は，企業存続という面 

で他企業に比べて不利な条件におかれていることが明らかになった。分析対象期間が日本国内の不 

況期であったことを考え合わせると，特に製造業と卸売 • 小売業に関する限り，企業内関係，企業 

間関係を含め，企業の境界が広がってしまっている企業ほど景気変動などの外的ショックに脆弱で 

あることが明らかになった。特に，企業グループなどの企業間ネットワークを形成することによっ 

てグループ総体:としての「規模の経済性」や 「範囲の経済性」，「集積の利益」などを享受するとい 

う日本企業の経営戦略が，今般の不況期においてはメリッ卜を生むよりもむしろ重荷となっている 

可能性がある。その原因としては，グループ全体として組織が拡大していくことによって次第に組 

織が硬直化したり，巨大なネットワークを維持していくコストが大きくなったりしていることが考 

えられ，むしろ不況期においては，企業はリストラクチャリングを行い企業の規模や範囲を縮小す 

る方向にあると考えられるであろう。その点では，外注加工を行っている企業の存続可能性が高い 

という今回の結果は極めて示唆に富んでいる。一 時 期 「アウトソーシング」 と言う言葉が流行って，
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企業機能の一部を他企業に委託することが企業のコスト削減と効率化につながるという議論がなさ 

れたが，今回の結果によりそれが企業の存続を決定■O、、けるほど大きな要因であることが明らかにな 

った。これもやはり，不況下においては企業の業務範囲を縮小することによってコストを削減する 

ことが重要であることを示している。

また今回の分析においては，海外子会社を所有していることが企業存続に対して好影響を与えて 

いることが明らかになった。これは，海外に確固たる拠点を持っていることによって日本国内の景 

気変動などのショックを分散することが出来るという効果を示唆するとともに，直接投資に関する 

分析で指摘されるように海外子会社を保有することによって海外市場でのネットワークを構築する 

ことが出来る，海外の技術を子会社を通して入手することが出来る，などの理由から，海外子会社 

を所有することが企業の競争力に直結している可能性を示唆している。

本論文では，不況期における日本企業の存続及び退出に影響を与える要因について分析を行った。 

景気状況が違う期間の分析を行った場合は，今回の分析とは少なからず異なる結果が得られる可能 

性がある。特に，今固用いた指標のうち日本的な経営を特徴づける企業間関係，企業機能の内部化 

などの変数が企業存続にマイナスの影響を示したことは，不況期という時期的な特殊性に大きく依 

存しているのかもしれない。不況期においては，企業はそれまで拡大させてきた業務，企業規模を 

整理，縮小し，外的ショックから身を守ろうとするのが普通であるし， またそのようなリストラク 

チャリングに成功した企業こそ生存する確率が高いだろう。 しかし，バブル経済の崩壊前において 

は，このような経営戦略はむしろ効率性，収益性をあげるものとして称揚されていたことを考える 

と，それは景気が安定している時期，あるいは好況下ではむしろ企業存続に有利な条件を生み出す 

のかもしれない。本研究では企業活動基本調査を利用したことによるデータの制約から，過去に遡 

った分析は不可能であった。 しかし， もし外的要因を除いて企業存続に関する分析を行うのであれ 

ば， このような景気変動の影響を除外するためにも分析期間を長く取る方が望ましく， この点につ 

いては今後の課題としたい。

(経済学部研究助手） 

(経済学部教授）
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